
鳥取県告示第267号 

平成８年鳥取県告示第423号（介護補償として支給する金額について）の一部を次のように改正する。 

 

  平成22年４月27日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同表の改正

後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  

介護を要する状

態の区分 

介護を受けた日

の区分 
金額 

介護を要する状

態の区分 

介護を受けた日

の区分 
金額 

１ 一の月に介

護を要する費

用を支出して

介護を受けた

日があるとき

（次項に掲げ

る場合を除

く。） 

その月における

介護に要する費

用として支出さ

れた費用の額

（ そ の 額 が       

104,730円を超

えるときは、       

104,730円） 

１ 一の月に介

護を要する費

用を支出して

介護を受けた

日があるとき

（２の項に掲

げる場合を除

く。） 

その月における

介護に要する費

用として支出さ

れた費用の額

（ そ の 額 が       

104,960円を越

えるときは、       

104,960円） 

常時介護を要す

る状態 

２ 一の月に親

族又はこれに

準ずる者によ

る介護を受け

た日があると

き（その月に

介護に要する

費用を支出し

て介護を受け

た日がある場

合にあって 

は、当該介護

に要する費用

として支出さ

れ た 額 が

56,790円以下

であるときに

限る。） 

月額 56,790円

（新たに介護補

償を支給すべき

事由が生じた月

にあっては、介

護に要する費用

として支出され

た額） 

常時介護を要す

る状態 

２ 一の月に親

族又はこれに

準ずる者によ

る介護を受け

た日があると

き（その月に

介護に要する

費用を支出し

て介護を受け

た日がある場

合にあって 

は、当該介護

に要する費用

として支出さ

れ た 額 が

56,930円以下

であるときに

限る。） 

月額 56,930円

（新たに介護補

償を支給すべき

事由が生じた月

にあっては、介

護に要する費用

として支出され

た額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

随時介護を要す

る状態 

１ 一の月に介

護を要する費

用を支出して

介護を受けた

日があるとき

（次項に掲げ

る場合を除 

その月における

介護に要する費

用として支出さ

れた費用の額       

（ そ の 額 が       

52,370円を超え

る と き は 、       

随時介護を要す

る状態 

１ 一の月に介

護を要する費

用を支出して

介護を受けた

日があるとき

（２の項に掲

げる場合を除

その月における

介護に要する費

用として支出さ

れた費用の額       

（ そ の 額 が       

52,480円を越え

る と き は 、       



く。） 52,370円） く。） 52,480円）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 一の月に親

族又はこれに

準ずる者によ

る介護を受け

た日があると

き（その月に

介護に要する

費用を支出し

て介護を受け

た日がある場

合にあ って      

は、当該介護

に要する費用

として支出さ

れ た 額 が      

28,400円以下

であるときに

限る。） 

月額 28,400円

（新たに介護補

償を支給すべき

事由が生じた月

にあっては、介

護に要する費用

として支出され

た額） 

２ 一の月に親

族又はこれに

準ずる者によ

る介護を受け

た日があると

き（その月に

介護に要する

費用を支出し

て介護を受け

た日がある場

合にあ って      

は、当該介護

に要する費用

として支出さ

れ た 額 が      

28,470円以下

であるときに

限る。） 

月額 28,470円

（新たに介護補

償を支給すべき

事由が生じた月

にあっては、介

護を要する費用

として支出され

た額） 

  

   附 則 

１ この告示は、平成22年４月27日から施行する。 

２ 改正後の規定は、平成22年４月27日以後の期間に係る介護補償として支給する金額について適用し、同日前

の期間に係る介護補償として支給する金額については、なお従前の例による。 




